
POINT!

• 水害でも、ハザードマップで色がついていない＝安全ではない

• 中小河川や下水道、水路などについてはそもそも調査未了のために地

図上に色がついていないだけのことも多い

• 川の高さと変わらない高さの場所（低地）は常に洪水で浸水する危険

があると考える

とはいえ、その場所が低地かどうかを確認するのは、建物が林立し、地面

がアスファルトで覆われて元の地形がわかりにくくなっている都市部などで

は簡単ではありません。普段の生活で、その場所の標高や元の地形を意識す

ることはほとんどないでしょう。

そんなときにその場所の標高を楽しみながら確認できる方法をご紹介しま

す。国土地理院による「自分で作る色別標高図」8です。この「自分で作る色

別標高図」は、私が企業の避難マニュアルの策定のお手伝いや小中学校の防

災授業をする際にも使用しています。

図９　自分で作る色別標高図の画面

 国土地理院ウェブサイト「標高・土地の凹凸」  
https://maps.gsi.go.jp/help/intro/looklist/3-hyoko.html

まず、自分で作る色別標高図のサイト上で、調べたい場所を検索またはス

クロールで表示します。次に、画面左上の「自分で作る色別標高図」をクリ

ックすると、標高何mから何mまでを何色で表示させるかを細かく設定でき

るウィンドウが表示されます。例えば、標高0.5mまでは濃い青色、標高0.5m

から１mまでを水色、標高１mから1.5mまでを薄い水色にするなど、細かく

設定してみましょう。場所によってはより大きな単位で設定した方がよいこ

ともあります。

こうして色分けされた地図をみると、周辺の場所の中でどこが一番低い場

所なのか、どちらの方角の標高がより高いのかなどの情報がひと目でわかり

ます。その場所の標高がわかるだけでなく、水害からの避難を考える際に、

どちらの方向に逃げるべきかも把握できるわけです。

水は低い場所に集まります。地図の中で相対的に標高が低い場所は洪水で

も内水氾濫でも、津波の場合でも要注意です。また、河川付近の色と同じ色

で表示されている場所も「低地」として洪水の影響を受けやすい場所になり

ます。このように楽しみながら、調べたい場所の地形や標高を事前に把握す

ることで、ハザードマップだけではわからない水害のリスクを確認してもら

えればと思います。

POINT!

• 「自分で作る色別標高図」でその地域の標高を把握する

• 表示された画面の色をみながら避難ルートや避難場所を考える

（ウ）土砂災害ハザードマップの注意点

土砂災害の特別警戒区域（レッドゾーン）や警戒区域（イエローゾーン）

は、土砂災害防止法が対象とする「国民の生命又は身体に生じる被害」に着

目して指定されています。そのため、基本的に人家がある場所や、人家の立

地が予想される場所に指定がなされます。つまり、土砂災害の危険があって

も、人家がない場所などでは指定がされず、ハザードマップ上に色がついて
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2　事務所の災害リスクの把握
（2）災害リスクの把握方法
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１　はじめに

本稿は、法律事務所における事業継続計画（BCP：Business Continuity 

Plan）について、理論的背景と実務的観点の双方から整理し、実際に策定・

運用できる具体像を示すことを目的としています。

近年、我が国では大規模地震、集中豪雨、台風、洪水といった自然災害が

頻発しており、加えて新型コロナウイルス感染症の流行、サイバー攻撃の高

度化、長時間停電や通信障害など、従来想定されてこなかった形態の事業中

断リスクも顕在化しています。これらのリスクは、規模や業種を問わず、あ

らゆる組織に影響を及ぼすものであり、もはや「想定外」という言葉で片付

けることはできません。

法律事務所も例外ではありません。むしろ法律事務所は、一般企業以上に

「業務を止めることが許されない組織」であるといえます。訴訟期日や各種申

立期限、強制執行や保全処分といった緊急性の高い手続、依頼者からの切迫

した相談対応など、法律事務所の業務は、一定期間完全に停止することが困

難な性質を有しています。災害が発生したからといって、裁判所の期日や法

令上の期限が自動的に免除されるわけではなく、対応が遅れれば、依頼者に

重大な不利益が生じるおそれがあります。

また、法律事務所は極めて高度な機密情報を日常的に取り扱っています。

契約書、訴訟記録、個人情報、企業秘密などが災害時の混乱の中で流出・毀

損すれば、その被害は依頼者のみならず、事務所全体、さらには弁護士個人

の信用にも深刻な影響を及ぼします。情報管理の不備は、懲戒や損害賠償の

問題に発展することもあり得ます。

このように考えると、法律事務所におけるBCPは、単なる経営リスク対策

ではなく、「専門職としての責務を果たし続けるための基盤」であり、「依頼

者の権利・利益を守るための最低限の備え」であると位置付けることができ

ます。本稿では、このような視点に立ち、法律事務所に特化したBCP策定の

考え方と具体的手順を、８つのステップに沿って詳述します。

２　 BCP策定の意義と「初動マニュアル」策定及び 
「防災計画（消防計画）」確認の重要性

（1）法律事務所におけるBCP策定の意義
BCPとは、災害や事故、感染症の流行などにより事業活動が中断した場合

でも、重要な業務を可能な限り継続し、または早期に復旧させるための計画

です。一般的には、製造業やインフラ事業、金融機関などを中心に議論され

てきましたが、法律事務所においても、その重要性は年々高まっています。

法律事務所がBCPを策定する意義の第一は、弁護士および事務職員の生

命・身体の安全を確保することにあります。労働契約法第５条に基づく安全

配慮義務は、一般企業に限らず、法律事務所においても当然に妥当します。

災害時に適切な避難誘導や行動指針が整備されていなかった場合、人的被害

が拡大するおそれがあり、管理責任が問われる可能性も否定できません。

第二に、依頼者の権利・利益を守るという意義があります。弁護士は、専

門職として、依頼者からの委任を受けた業務について、善管注意義務をもっ

て遂行する責任を負っています。期限徒過や対応遅延が生じた場合、それが

災害によるものであったとしても、結果責任や説明責任の問題が生じる可能

性があります。BCPは、このようなリスクを最小限に抑えるための重要な手

段です。

第三に、法律事務所としての社会的信用を維持・向上させる点です。災害

時の対応は、後になって必ず評価されます。組織的かつ冷静に対応できた事

務所は、依頼者や地域社会からの信頼をより強固なものとする一方、場当た

り的な対応しかできなかった事務所は、長期にわたり評価を落とすことにな

ります。

（2）初動マニュアル及び防災計画（消防計画）との関係
BCP策定に先立ち、必ず確認すべきものが、防災計画（消防計画）の内容

です。消防計画は、消防法に基づき、火災や地震発生時の初動行動、避難誘
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令和６年能登半島地震（2024年１月１日）

弁護士が被災した時に実際に何が起きて、どんなことで困ったのか、令和

６年能登半島地震で被災された弁護士の石井翔大先生にお話しを伺いました

（2025年２月７日）。被災後の対応も継続されている中で、お話しし辛いこと

もあったかと思われますが、示唆に富んだお話を伺うことができました。（以

下敬称略）。

なお、伺ったお話と第２章以下でリンクする部分については、適宜参照先

を記載しています。

編集部 石井先生、インタビューをお受けくださりありがとうございます。

本日は、どうぞよろしくお願いします。

石井 弁護士の石井と申します。66期です。（石川県）輪島市の公設ひま

わりで３年半ほど所長をやって、その後事務所を開業して５年ほど

経ちました。

先輩方がおられるというので、非常に緊張しているのですけれど

も、どうぞよろしくお願いします。

編集部 こちらこそ、どうぞよろしくお願いします。

早速ですが、地震発生時はどうされていたのでしょうか。お正月

で、事務所にはおられなかったのではないかと思うのですが。

石井 発災の時はですね、たまたまなのですが、子どもを連れて実家に

帰省していました。妻は年末年始も仕事があり、輪島に残って仕事

をしていました。

ちょうど母校の小学校を子どもたちと散歩していた時に発災の情報

を受けたのですが、福島県でしたので全く揺れを感じないぐらい、も

う何事もないような状況で、ニュースだけ入ってきてびっくりして。

永野 石井先生、僕だったらですけど、多分一番最初に心配になるのは、

奥さん。奥さんとはすぐ連絡は取れたんですか？

石井 取れました。妻は、急遽有休が取れて、金沢に初売りに行ってた

らしいんですよね。そのショッピングモールが金沢の海べりの近く

にあったもんで、波が危ないねって言って避難中に電話するみたい

な感じでした。渋滞がひどくて、逃げ切るまでは結構しんどかった

ようです。

永野 輪島にいなかった分、一番心配な状況より少しは安心だったかも

しれませんが、その時、電話はすぐつながったんですか？

石井 なかなかつながりませんでしたが、何とかつながりましたね。

永野 奥さんは、ちなみにしばらく金沢にいらしたんですか。

石井 そうですね。妻の実家が金沢で、妻は、妻のお母さんとしばらく

一緒に暮らしていました。

永野 ご自宅の状況や事務所の状況などを確認できたのは、結構時間が

経ってからだったのでしょうか？

石井 発災後すぐ情報収集に入って、数日は情報収集に徹していました

が、通信状況もおかしかったですし、正直なかなか確認が取れない

状況で、そういうものだという割り切りもありました。

一方で、当時火事が結構広がっていたり、盗みに入る人がいると

いう話もあったり、結構嫌なニュースが出回っていた時期だったの

で不安も大きかったです。

　事務所に貴重品とか預かり物がかなりあったんですよね（第３章２

「高価品や貴重品の管理について」）。特に気になっていたのが、年末に

検認を得た遺言が事務所に置いてあったので、あの遺言燃えたらど

うしようとか。

発災から数日では誰かに事務所の確認をお願いするとか、とても

そんなことができる状況ではなかったです。

事務員さんを２人雇用していたのですけれども、１人は輪島外で

被災してそのまま域外で避難されたので現地には残っておらず、も
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令和6年能登半島地震（2024年1月1日）
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COLUMN

BCP一問一答
４　他の事務所との合同訓練の事例

災害時に備え、他の事務所との相互応援協定を結ぶこと
も考えていますが、せっかくなので、年１回程度は、合同
で訓練などを実施するのも有益かと思っております。民間
会社において、他の会社と合同訓練している例などありま
すか。

「お互い様プロジェクト」という取り組みがありますね。

民間企業では、サプライチェーン企業間で合同BCP訓練

を行う例があります。法律事務所間でも、相互応援協定に

基づく合同訓練は、実効性と連携強化の両面で有益と考え

られます。もちろん、顧問先や顧客・クライアントに関す

る守秘義務の手当は必須ですが、その他の連絡・協働でき

る点について相互理解に基づき、連携できれば、災害や不

測の事態にも強い法律事務所という信用が得られるものと

思います。ぜひ、この点での取り組みもしていただきたい

と思います。

（3）事業承継について
高齢のため、計画的に事務所を閉鎖する、あるいは、事業を承継するとい

う際には、数年かけて準備を進めていくことも可能ですが、突発的な災害や

事故、疾病などにより、急遽、自ら執務を行うことが出来なくなり、やむな

く事業を承継せざるを得なくなる場面もあります。こうした事象に備えて、

日頃から事業承継についても意識をしておくことが重要です。

この点、法律事務所の事業承継については、法律実務の円滑な引継ぎと、

信頼関係の承継とが重要になってきます。

そのため、まずは、①承継方針の決定（親族や勤務弁護士、第三者承継と

するのか）、②事務所の資産負債等の整理（不動産、預貯金、顧問契約、依頼

案件、その他リース等の契約関係等）、③承継スキームの立案（贈与、売買、

遺言、持株会社化など）、④登記や税務手続の確認（事業用資産の移転や、登

記変更、税務申告手続をはじめ、弁護士法人においては、社員や定款などの

変更手続など）、⑤社内外への周知（顧問先や金融機関、弁護士会など）など

の各種項目を検討すべく、税理士や司法書士などの専門家とも連携しながら、

大枠を設定していくことが肝要です。

その際、個人財産と、事務所資産との分離なども課題となってきます。通

常、業務を行うことが出来なくなった場合であっても、毎月の賃料等の経費

や、職員の給与、リース契約などは直ちに支払いを停止することは困難です。

そのため、仮に、個人経営の法律事務所であっても、いわゆる運転資金とし

て、最低でも３か月分の経費については、個人用資産とは区別して確保して

おくことが望ましいことから、その点についても、日頃から意識して運用し

ておくことが重要です。

これら、法律事務所の事業承継については、各種文献なども存在すること

から、関心がある方は、一読しておくことをお薦めします1。

 日本弁護士連合会第21回業革シンポジウム第一分科会報告書「法律事務所の事業承継」  
https://www.nichibenren.or.jp/library/pdf/document/symposium/gyoukaku_sympo/21th_
keynote_report_1_tr.pdf
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2　事前の備えについて
（3）事業承継について
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BCP
表紙デザインに込めた思い

――「Ｐ（Plan）の背後にある羅針盤」

BCP（Business Continuity Plan）は、単なる「計画書」
ではありません。

災害、感染症、サイバー攻撃、社会環境の変化――。
私たちは、いつ、どのような危機に直面するかを完全に
予測することはできません。

そのような先の見えない状況に置かれたとき、組織に
本当に必要なものは、細かな手順を書き込んだマニュ
アルではありません。

必要なのは、混乱の中でも「どちらへ進むべきか」を判
断するための羅針盤です。

本書の表紙では、ＢＣＰの最後の文字である「Ｐ（Plan）」
の背後に羅針盤の針を配置しました。

Ｐは「計画」を意味します。
しかし、ＢＣＰにおける計画とは、作成して保管するため
の書類ではないのです。

危機に直面したとき、
「弁護士・職員を守る」、「依頼者を守る」、「法律事務所
としての業務および社会的使命を継続する」
そのために進むべき方向を示すものです。

法律事務所は、社会の平時を支えるだけではありませ
ん。災害や危機の時こそ、広義の法的支援を必要とする
人々のために存在し続けなければなりません。

BCPというPlan（計画）の先に、必ず進むべき方向があ
ります。

この羅針盤には、「どのような危機に遭遇しても、法律事
務所としての使命を見失わない」という本書のメッセー
ジを込めています。

体裁 A5判/240頁
定価 3,300 円（本体:3,000円＋税10％）

中野明安  今田健太郎  永野海編著

実際に被災した法律事務所の
体験談やBCP概要表作成の実例を掲載
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災害発生後、弁護士がどのような局面に陥ったか等、
実例を交えて解説。弁護士が備えておくべきことについて
具体的にイメージできる！

書類・データ等の情報保護や、刑事事件等の
時限のあるものの扱い、顧客対応、裁判所対応等、
法律事務所だからこそ必要な備えがわかる！

災害発生時の対応について、一般的な防災内容に留まらず、
法律事務所ならではの備えておくべきことについて解説！

東京都港区南青山2 11 17 8560
https://www.daiichihoki.co.jp

Tel . 0120 203 694
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災害発生時も業務を継続するために
法律事務所が備えておくべきこととは？
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■宛先
〒107 8560
東京都港区南青山2 11 17
第一法規株式会社
　  FAX.0120 302 640

書店印

この申込書は、ハガキに貼るか、

ください。

  

このままFAXで下記宛お送り

キ　リ　ト　リ　線

□公用
□私用

　　　　　 　―　　　　　　　 ―　 　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

事務所名

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたし
ます。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを    で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、
弊社ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきまし
ては、お問合せフォーム かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL.0120 203 696　　FAX.0120 202 974

お客様の個人情報の
取扱いについて

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用
いただけません。

1万円以下の場合、330円（税込）
3万円以下の場合、440円（税込）
10万円以下の場合、660円（税込）

(https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php)
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